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吹田市について

総人口 386,330人

65歳以上人口 91,304人（23.6％）
（令和7年9月30日現在 住民基本台帳人口）

介護事業所数（令和８年２月１日現在）

居宅サービス： 395事業所
介護予防サービス： 186事業所
居宅介護支援： 100事業所
地域密着型サービス： 93事業所
地域密着型介護予防サービス：32事業所
介護予防支援事業： 19事業所
総合事業： 239事業所
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ケアプランデータ連携システムの活用促進事業

（１）導入事業所に対する奨励金

○対象事業所（令和７年６月時点で、連携システムを既に導入している事業所を除く）

・居宅介護支援事業所・地域包括支援センター 103事業所

・その他居宅サービス事業所 392事業所

○奨励金の額 １事業所あたり15,000円

※ 事業所数＝事業所番号数

（２）研修会等で用いるリーフレット等の作成及び印刷製本
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○実績

・居宅介護支援事業所・地域包括支援センター 38事業所

・その他居宅サービス事業所 76事業所

※ 居宅介護支援事業所と同一事業所番号のその他居宅サービス事業所は、

居宅介護支援事業所として計上

ケアプランデータ連携システムの活用促進事業

（１）導入事業所に対する奨励金
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○制作物

・リーフレット・チラシ 1000部

・連携システム導入ガイドブック 1000部

ケアプランデータ連携システムの活用促進事業

（２）研修会等で用いるリーフレット等の作成及び印刷製本
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○研修及び制作物の配付実績

ケアプランデータ連携システムの活用促進事業

（２）研修会等で用いるリーフレット等の作成及び印刷製本

実施時期 内容等 参加者数等

令和７年10月14日
～令和８年３月31日

介護保険サービス事業所等人材確保支援事業 オンライン研修
【内容】連携システムの概要及び導入のメリット

動画視聴申込事業者数：15
（令和８年２月19日時点）

令和７年10月28日
令和７年度第１回 吹田市介護保険事業者連絡会 居宅介護支援部会全体会
【内容】介護DX証明書のインストール方法・連携システムの利用申請方法等

Zoomリアルタイム配信視聴者
数：48事業所／56人

令和７年11月11日
令和７年度吹田市介護フェア 事業者向け研修
【内容】厚労省老健事業 連携システム構築委員による説明等
【配布物】チラシ・リーフレット

Zoomリアルタイム配信視聴回線
数：20回線、会場参集：８人

令和７年11月17日
連携システム未導入の事業所へ、郵送による周知
【送付物】チラシ、リーフレット、奨励金交付要領等

488事業所
（１事業所番号あたり１通）

令和７年12月23日 連携システム導入ガイドブックを市ホームページに掲載 ―

令和７年12月27日
連携システム未導入の事業所へ、郵送による周知
【送付物】チラシ・リーフレット・ガイドブック等

479事業所
（１事業所番号あたり１通）

吹田市ホームページ
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4.1%

95.9%

令和７年６月時点

振り返りと今後の課題

○事業効果 連携システムの導入割合が23.5％増

導入済み

未導入

27.6%

72.4%

令和８年２月時点
導入済み

トータル

533
事業所番号

未導入

トータル

516
事業所番号
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振り返りと今後の課題

○事業者の声（奨励金交付申請者に対するアンケート結果より)
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振り返りと今後の課題

○考察

本市においては、令和６年度以前から、居宅介護支援事業所が中心となって連携グルー

プの構築の実現を目指そうとしていた。本事業は、事業所間における横展開での導入促進

が最も有効的な手段であるとの見込をもって計画を行った。

結果として、市独自の奨励金及びリーフレット等の制作物は、事業所間でのクチコミ等

による横展開に役立ったものと考える。また、制作物のうちガイドブックについては、吹

田市介護保険事業者連絡会居宅介護支援部会の協力を得て、実際に導入した事業者が難し

いと感じた点などを反映して制作したものであり、「連携システムについては全く分から

ないが、ガイドブックどおりの手順で導入できた」という感想をいただいた。

今後、連携システム導入後の活用や、介護情報基盤との統合にあたっては、システムに

関する専門知識のない事業者であっても対応できるよう、より分かりやすい資料や伴走的

支援が求められると考える。
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